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1. はじめに 東海地震の警戒宣言は地震被害軽減のため

の有力な措置であるが，その発令により社会活動の多くが

停止するため，大きな社会経済損失の発生が懸念されてい

る．警戒宣言という仕組みを活かすためには，この種の損

失を減らし，発令しやすい環境を整えることが望ましい．

本研究では，東海地震の警戒宣言発令下で特に交通規制

に着目し，人流・物流の途絶により社会に及ぶ影響を空間

的応用一般均衡 (SCGE)アプローチにより分析するための

方法論を提示して，実際に推計を行う．この際，警戒宣言

発令時のような短期には資本・労働の自由な地域間・地域

内移動が可能でないと考え，警戒宣言時にはこれらの生産

要素が固定された短期均衡を考察する．また，現在整備計

画中または建設中の段階にある交通路線が完成・供用され

ている条件下で同様の分析を行い，代替ルートの意義につ

いて検討する．

2. SCGEモデルの概要 前提条件: (1)N 地域から成る

一国の閉じた経済空間を想定する．各地域間は交通網（鉄

道・道路）で結ばれている．簡単のため，鉄道は旅客輸送

のみを，道路は貨物輸送のみを取り扱うと仮定する． (2)

各地域にはM 種の産業と代表的家計という経済主体があ

る． (3)各産業ごとに 1つの企業が立地し操業している．

企業 iは，M 種の中間投入財と労働，資本，face to face

communicationのための業務トリップを投入要素として用

いてただ 1種類の財 iを生産する．その行動は，利潤最大

化行動に従う． (4)家計は企業に資本と労働力を提供して

賃金を得，財の消費を行い効用を得る．その行動は，効用

最大化行動に従う．家計は立地に関して地域間の移動は行

わず，消費活動もすべて居住地域内で行う． (5)各市場は

完全競争的であり，平常時には社会が長期均衡状態にある

ものとする．警戒宣言発令下では，後述の枠組みにて短期

均衡に達すると想定する．

企業の行動: 地域 kに立地する企業 iは，地域 lで生産

され，自地域内に輸送されてきた中間投入財 j と，労働，

資本，業務トリップを生産要素として投入して，規模に関

して収穫一定となる一次同次の技術を用いて商品 iを生産

するものと仮定する．企業の生産関数構造を図 1のように

表す．
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図 1: 企業の生産関数構造

このような階層化構造により，企業の利潤最大化行動を

以下のような 3段階の最適化行動モデルで記述する．
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第 2段階 (労働，資本投入量の決定)
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第 3段階 (業務トリップ投入量の決定)

ckTi(τ
k) = min

nk
i

NX
l=1

τklnkli

s.t. κki = αk3i

NY
l=1

(nkli )
δkln (3)

ここで，πki :企業の利潤，pki :原産地価格，qki :消費地価格，

ckV i: V
k
i に関する単位費用関数，V ki :付加価値を形成する

生産要素（労働，資本，業務トリップ）からなる合成財，

wk:賃金率，r:利子率，ckTi: κ
k
i に関する単位費用関数，τkl:

旅客交通費用，である．

家計の行動: 家計は，所得制約下で効用を最大化するよ

うに各財の消費量を決定する．本分析では，家計の意思決

定は財の消費量に関しての決定のみである．
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ここに，V k：地域 kの家計の間接効用関数，γki , θ：パラ

メータ，dki：財 iの消費量，yk：所得である．

経済的均衡条件: 前提条件より，長期均衡（平常時の社

会）では，生産地・消費地価格と財市場が地域間で均衡し，

生産要素（労働・資本）市場が地域内で均衡する．一方，

短期均衡（警戒宣言発令時）では，地域の産業間の労働・

資本の移動が生じないとした上で生産地・消費地価格と財

市場の地域間均衡を考える．以下に，これらの均衡に関連

する式を示す．

(a)空間的価格均衡

地域 lの企業が生産地 kを財 iの購入先として選ぶ確率を
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とする．φkli は，財 iを地域 kから lへ輸送する際の輸送

マージン率で，産業業種に固有のパラメータ ηiと地域間距

離Dkl の積で表されるとする．式 (6)を用いると，地域 l

における財 iの消費地価格均衡条件は式 (7)のようになる．
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一方で，生産地価格の均衡は式 (8)により表される．
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(b)市場均衡

まず生産要素 (労働 Lki，資本Kk
i )市場は，家計が地域間

移動を行わないという条件から各地域ごとに均衡する．
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ただし，EXk
i ，M

l
j はそれぞれ輸出，輸入を表す．次に財

市場に関しては，発地 ·着地ベースのそれぞれについて均

衡式がつくれる．

3. シナリオ分析 はじめに，地域数 N = 14（北海道，

東北，関東，山梨，静岡，富山，石川，愛知，三重，岐阜，

近畿，中国，四国，九州・沖縄），産業数M = 3（農林水

産業，鉱工業・製造業，建設・サービス業）として行った

分析についてまとめる．交通網の整備に関しては，(i)現

状のまま，(ii)北陸新幹線整備，(iii)北陸新幹線と中部縦

貫自動車道 (部分的)の整備，(iv)北陸新幹線と中部縦貫

自動車道の整備，という 4つのシナリオを想定して分析を

行った．その結果，シナリオ (i)の下で警戒宣言が発令さ

れた場合，均衡状態において消費地価格は図 2のように変

化し，変化率の最大値・最小値はそれぞれ 53％，-13％で

あった．また，等価変分を用いて，交通を主原因とする全

国 1日あたりの経済被害は約 750億円と計算された．同様

に，シナリオ (ii)，(iii)，(iv)の下で警戒宣言が発令された

場合の，交通を主原因とする全国 1日あたりの経済被害は

それぞれ約 735億円，約 695億円，約 688億円と計算され

た．すなわち，北陸新幹線と中部縦貫自動車道の整備後に

警戒宣言が発令された場合には，整備前に比べて約 60億

円/日の被害軽減が実現されうることが分かった．

講演時には，地域数N = 15，産業業種数M = 25とし

て行った分析の結果も合わせて示す予定である．

図 2: 警戒宣言時の消費地価格の変化

表 1: シナリオ (i)での地域別経済被害

1. 北海道 -14.4 8. 愛知 89.3

2. 東北 29.7 9. 三重 16.7

3. 関東 231.2 10. 岐阜 9.2

4. 山梨 9.1 11. 近畿 135.3

5. 静岡 45.6 12. 中国 53.9

6. 富山 4.1 13. 四国 24.3

7. 石川 2.8 14. 九州沖縄 112.8

（単位：億円/日）
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